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要約
わが国の都市地域は、海外の環境先進国と比べて緑地不足が著しい。緑地は環境保全機
能やレクリエーション機能に加え、災害時には避難場所や延焼防止等の防災機能も果たす
ため、緑地不足は都市の防災性にも関連する重要な問題であるといえる。防災機能の点か
らみると、避難場所としての役割を重視して、特に公園・緑地のような公共的緑地の整備
が進められてきた。また、公園・緑地は、常時自由に立ち入ることの可能な非建蔽地であ
り、植栽も備えていることから、火災の延焼や建物倒壊の危険性が高い震災直後段階の避
難場所としての有効性が著しく高い。
そこで、本研究では、避難場所としての役割に着目し、緑地不足が著しい東京都を研究
対象として、空間分析ツールとして有効な地理情報システム CGIS)を利用した公共的緑
地の充足度評価を行い、整備必要地区における不足量を示すことを目的とする。本研究の
成果から、以下の2点が明らかになった。
(1)本研究の充足度評価結果から、地区レベル、広域レベルとも整備が必要な地域は、 23区
では南部と西部の一部の地域、多摩地区では南部と北部の一部の地域及び東部であり、小
規模緑地の方が充足状況が悪いことがわかった。
(2)充足度評価結果にもとづき不足量を算出した結果、東京都では大規模緑地は合計約
1， 106ha、小規模緑地は合計約969ha必要で、総面積の約 1%程度の公共的緑地を整備する
必要があると試算された。なお、大規模緑地では有効避難面積を考慮して不足量を算出し
た場合、東京都全体で3.8倍程度にさらに不足量が増加する。
また、本研究の成果をもとに東京都において緑地を確保するためには、都市環境のあり
方、都市住民の生活の質を考えた成長管理的な政策の導入も今後は検討する必要があると
いえる。
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1.序論
1. 1 研究の視点と目的
わが国の都市地域は、海外の環境先進国と比べ
て緑地不足が著しく、このことは都市地域の居住
環境における防災性を低下させるため、重要な問
題である。とりわけ、 1995年の阪神・淡路大震災
以降、緑地を基盤とした防災都市づくりの必要性
が強く主張されている 1-3)
今、 1995年1月に阪神・淡路大震災を襲った規
模の大震災が東京で発生した場合、東京がどうな
るか。写真 I、2は、東京都とニューヨークの土
地利用を比較したもの引であるが、これらの写真
から、東京の土地利用密度はニューヨークと比べ
圧倒的に高いことが明らかである。ニューヨーク
では都心のほんの一部、半径2-3krnほどの範囲
では高層ビルが集中しているが、少し目を広げて
10krn、20krnの地点で見ると、実は東京の密度の方
が極めて高いのであるの。このような東京の土地
利用密度の著しい高さについて考えてみても、東
京の防災機能の強化は早急に必要である。
一方、冒頭で述べたように、近年、防災機能に
着目した緑地整備の必要性が強く主張されるよう
になったが、わが国の都市地域で公園・緑地が防
災上特に有用であるのは、地震災害とその直後段
階の二次災害の際である。これは、緑地には、防
災的な役割として、避難場所としての役割と火
災、爆発による災害の防止の役割があるためであ
る。そして、これら 2つの役割のうちでも、公園・
緑地は常時自由に立ち入ることの可能な非建蔽地
であり、植栽も備えていることから、震災直後段
階における二次災害としての火災や建物倒壊から
の緊急避難場所としての役割が多大なため重要視
され、わが国ではこの役割に特に着目してこれま
で公共的緑地の整備が進められてきた。
以上のような観点からみた避難場所としての緑
地整備では、近年まで大規模公共的緑地中心の整
備が進められてきたが、阪神・淡路大震災以降は
1 ha程度の小規模公園の防災上の重要性も再認識
されるようになった引。また、問機に、地域の夜
間人口や昼間人口に応じて、避難場所となりうる
適切な規模の公園や緑地等の公共的緑地を確保す
る必要性などが提言され7別、このような点を検
討することも課題として挙げられるようになったω。
このように、わが国では、緊急避難場所として
の役割を重視して公園・緑地の整備が進められて
おり、都市防災計画において公共的緑地を避難場
所として位置付けることの必要性が強く指摘され
てきた刷。しかし、近年になって公共的緑地の規
模ごとに避難場所としての役割と整備基準につい
て言及されるようになったものの、規模ごとの整
備基準にのっとった公共的緑地の充足度評価は十
分に行われてこなかった。
そこで、本研究では、東京都を対象として、避
難場所としての役割に着目し、空間分析ツールと
して有効な地理情報システム CGIS)を利用した
公共的緑地の充足度評価を行い、整備必要地区に
おける不足量を示すことを目的とする。
1. 2 研究の意義
既往の主な関連研究としては、緑地も対象とし
て考膚した避難場所評価研究lト 15)や、緑地評価
研究 1ト 18)が挙げられる。しかし、以上で述べた
ような必要性を考慮した防災的な観点からの緑地
評価研究はこれまであまり行われていなかった。
一方、行政分野では、建設省の都市局都市再開
発防災課都市防災対策室長の都道府県知事あての
通達(1996)1ので昼間人口への対応が考慮され
るようになったものの、緑のマスタープランや緑
の基本計画などの策定の際の防災系統の解析評価
や防災計画では、このような点はまだほとんど考
慮されていない。
そこで、本研究では、以上で示した震災直後段
階の避難場所としての緑地の役割に着目し、特に
地区単位での最大人口への対応を考慮した、一連
の公共的緑地の充足度評価方法を提示し、評価を
行う。このためには、地理情報システム(以下、
GISとする)のうち、空間分析機能に優れている
ARC/INFO注目を主に利用する。また、電子地
図データの表示、面積の算出には、一部で
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東京(世田谷区明大前) ニューヨーク(サウスブロンクス)
写真1 東京とニューヨークの土地利用比較:都心から10km(撮影:原科幸彦、 1993)
東京(調布市) ニューヨーク(マウント・バーノン)
写真2 東京とニューヨークの土地利用比較:都心から20km(撮影:原科幸彦、 1993)
(注)東京は都心から西へ、ニューヨークは北へ行ったところ
ArcView注2)を利用する。
1. 3 研究の構成
本研究の研究の構成は、図 lのとおりである。
第2章では、既存の知見について整理したうえ
で、避難場所としての公共的緑地の重要性を示
す。そして、これをもとに、第3章では公共的緑
地の充足度の評価方法の考え方を提案し、地区レ
ベルの主に小規模な公共的緑地の充足度評価方法
と広域レベルの主に大規模な公共的緑地へのアク
セシビリティ評価をもとにした充足度評価方法を
提示する。さらに、第4章では、本研究で利周す
るデータの概要について説明し、加工した電子地
図データを示す。第5章では、地区レベルと広域
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レベルの2つの空間スケールから、公共的緑地の
充足度評価を行う。また、第6章では、東京都内
の整備必要地区を特定し、これらの地区ごとに公
共的緑地の不足量を算出し、提示する。最後に、
第7章では、本研究全体での結論と今後の研究課
題についても述べる。
図1 研究の構成
2.避難場所としての公共的緑地の重要性
2. 1 公共的緑地の定義及び概要
緑地は、大きく、民有地などに含まれる非公共
的な緑地と公共的な緑地の 2種類に分類できる。
避難場所としての緑地整備では、公共的な緑地の
整備によって基礎的な最小限の緑地量が確保され
るべきである。そのため、本研究では、緑地のう
ちでも特に公共的な緑地に着目する。本研究で
は、公共的緑地を、 f都市内において空地として
存在することを目的とし、他の用途に用いられる
ことなく確保された公園や緑地などの公共的な地
域Jと定義する。
以上の定義にもとづき、抽出対象とした緑地と
非抽出対象緑地は表 1に示すとおりである。本研
究では、抽出対象とした緑地の総称として、常時
自由に立ち入ることの可能な非建蔽地であり、植
栽も備えている場所として、公共的緑地という呼
称を用いている。
大学・企業のグランドや緑地等は管理者に対し
て電話によるヒアリング調査を行い、調査結果を
もとに分類した。しかし、緑道は緑地よりもむし
ろ道路として分類できる。また、河川敷の緑地は
非可住地にある緑地であり、特に堤防内にあって
アクセスが困難なものや、地形的要因などから避
難場所となりにくいものを対象から外した。
表1 抽出対象緑地・抽出対象外緑地の一覧
抽出対象緑地 抽出対象外緑地
公園 ゴルフ場
緑地 私立大学・企業のグラ
霊園 ンド
国立・都立自然公園内の緑地 皇居
河寺国社川公敷立 J 叩
軍事基地・訓練場
病院内の庭園
の緑地 競馬場・飛行場(アクセス可能であり、避難場所と
しての利用土地形的な制約を受けな 緑道
いもののみを対象) 河川敷の緑地
2. 2 震災直後段階の避難場所としての重要性
オープンスペースの機能は発災の直後段階から
緊急段階、応急、段階、復旧段階、復興段階に至る
時間経過と共に変化し、かっ、利用目的も変化す
る。そのため、各々の段階で有用なオープンス
ペースの種類は異なる。本研究では、特に震災直
後段階の避難場所としての役割を果たす公共的緑
地に着目している。
また、この段階は時間スケールで示すと発災~
3時間後程度以内である。これは、既存調査1ト叩
では、地震発生と同時に火災が発生しでも人々を
市街地大火が追いつめてゆくのは発災約3時間後
からであることと、人々が実際に避難行動を開始
するのは発災約 1時間後であることが予想されて
おり、これにより地震発生後 1時間から 3時間の
聞に人々が避難行動をとると想定できるためであ
る。
そして、既存研究・調査報告書2ト刊の成果を
もとに、この段階では、図2に示すように、一次
避難地としての小規模緑地 clha以上、 500m圏
内)に避難者は集合し、ここを経由して広域避難
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地(震災直後段階での最終避難地、 lOha以上、 2
km圏内)としての大規模緑地へ避難して、二次災
害がおさまるまで留まるものと想定する。ただ
し、広域避難地が一次避難地よりも居住者の活動
拠点に近い場合、一次避難地を経由しないで直接
広域避難地へ避難することになる。
このようなことを踏まえ、震災直後段階の公共
的緑地の避難場所としてのメリットを、以上で列
挙した既存研究・調査報告書20-27)の成果をもと
に整理した。その結果、以下の諸点が挙げられる
ことが明らかになった。
(I) 居住者にとって近距離にあり、その場所等に
ついて熟知している
(2) 阪神・淡路大震災の際には避難者が緑により
安心感を感じた
(3) 建物倒壊や火災の危険性が少ない
(4) 延焼防止なども含めた防災的役割を果たすこ
とにより、地域の防災性を向上させる
(5) 平常時には、環境保全機能やレクリェーショ
ン機能等のその他の機能の発揮により、地域の
防災性以外の居住環境質を高める役割も果たす
広域レベル (2000m圏)
回函+巨副|
図2 震災直後段階での避難場所としての公共的緑地
の配置
3.公共的緑地の充足度評価方法
3. 1 公共的緑地の充足度評価方法の考え方
本研究では、これまでに挙げた既存研究・調査
報告書Zト叩の成果をもとに、災害直後段階(発
災~3 時間後程度)に地域の最大人口が一次避難
地に集合したうえで広域避難地へ避難し、両方の
避難地で最低限の必要避難地面積の 1人あたり l
dを必要とすることを想定した現行の整備基準を
用いて評価を行う。そして、地区レベルと広域レ
ベルの 2つの空間スケールに分けて、公共的緑地
の充足度評価方法を提示する。まず、地区レベル
では、 1ha 以上の公共的緑地が500m圏内の人口
に対して最低限の必要避難地面積で十分に確保で
きているかという視点から評価方法を提示し、評
価を行う。一方、広域レベルでは、緑地へのアク
セシビリティを考慮し、 lOha以上の公共的緑地が
全人口に対して最低限の必要避難地面積で十分に
確保できているかという視点と、災害弱者を考慮
した 2km圏内に確保で、きているかという視点から
充足度評価方法を提示し、評価を行う。また、広
域レベルの人口に対応した評価では、広域避難地
としての緑地が震災直後段階の最終避難地である
ことから、特に二次災害としての火災からの避難
者の安全性を考慮して、従来は十分に考慮されて
こなかった緑地の有効避難面積も考慮した評価を
fTつ。
さらに、第6章では、本章で提示した公共的緑
地の充足度評価方法を応用した不足量の推計方法
を提示し、第5章の評価結果をもとに不足量を算
出する。ただし、本研究での避難行動の想定はリ
スクが最大の時を想定しているため、最大不足量
の試算をすることになる。また、小規模公共的緑
地と大規模公共的緑地は規模により緊急避難場所
としての異なった役割を各々もっており、両方の
整備が十分に必要であるとの観点から、片方の有
無に左右されることなく両方の緑地の不足量を
各々試算する。
以上のように、本研究で示した評価方法では、
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特に避難場所としての緑地を研究対象としている
ため、都道府県レベルや市区町村レベル全域での
量的な充足度をみるのではなく、 GISの利用によ
り、一定時間内にアクセスが可能な範囲で地域の
人口に対応して緑地を配置できているかという緑
地のレイアウトの重要性も考慮している。
3. 2 地区レベルの充足度評価方法
地区レベルでは、防災上の重要性に着目して特
に1ha以上の緑地を対象として、充足度評価を行
うo 具体的には、図3のように、評価対象地域と
するメッシュ内の任意の地点からほぼ500m圏内
にある 1ha以上の公共的緑地量を算出し、これが
必要避難地面積の最低限に達しているかで充足度
をみる。
ただし、前述のように、一次避難地として小規
模緑地を経由せず広域避難地としての大規模緑地
に直接避難することも想定し、 1ha以上の公共的
緑地全てを対象とした。 1ha以上の公共的緑地の
1人あたりの必要避難地面積の最低限は 1m'の基
準を採用し、震災直後段階の一次避難地として全
人口に対して確保することを想定した。
表2 地区レベルの公共的緑地の規模と誘致距離
公共的緑地の規模l誘致距離l相当する都市公園
1ba未満 250m I 街区公園
lha以上4ha未満 500m I 近隣公園
圃評価対象地域
臼lha以上の緑地量を求
める範閤半径5∞m
@緑地
(1 ha 以上の1人あたり (周辺9メッシユの緑地量)79 
公共的緑地量評価対象地域の人口)
図3 地区レベルの公共的緑地量の算出方法
3. 3 広域レベルの公共的緑地の充足度評価
方法
(1 ) アクセシピリティ評価方法
都市や地域の立地分析において、ある行動のた
めの場への近づきやすさ、行きやすさを示すアク
セシビリティ (Accessbility)は基本的概念であ
る。防災のための都市整備の 1つである公共的緑
地の整備の目標として、アクセシビリティの向上
を挙げることは必然であり、その程度を表現する
指標は不可欠である。アクセシビリティ評価の方
法には、重力モデルにおけるポテンシャルの形を
とり、ある地点から全ての地点への移動抵抗の逆
数を活動量などの重みを付けて加算する方法(タ
イプ 1)と、 2地点聞の移動抵抗の少なさを評価
する方法(タイプ2)があり、本研究ではタイプ
2の方法を利用する。
このタイプ2では、従来から、直線距離、経路
距離、時間距離をもとに評価が行われており、主
に直線距離と移動時聞を用いて行われていた。し
かし、移動時間は単位時間内の移動距離をもとに
経路距離をもとに可能な限り最も正確に計測する
ことができるため、実際には直線距離と経路距離
のうち評価対象により適切な方法を選択すること
が必要である。本研究では、既存研究28-3υの成
果から、計画評価ツールとしての操作性の高さや
簡便性という利点を持つことが明らかな直線距離
を利用する。
また、先行研究叩で直線距離による評価方法
と経路距離による評価方法を実際に比較・検討し
た結果からも、東京都では経路距離は直線距離の
ほぼ1.2倍であることが示されている。このこと
からも、避難場所としての公共的緑地へのアクセ
シピリティ評価を行う際には経路距離は直線距離
で代替することができ、本研究で直線距離を用い
たアクセシビリティ評価を計画ツールとして採用
することは妥当であるといえる。
(2) 公共的緑地の充足度評価方法
本研究では、まず、目的地の質でアクセシビリ
ティが規定されると考え、面積という公共的緑地
の質をもとにした対象人口と周辺地域の人口を考
慮してアクセシピリティ評価を行う o これは、広
域避難地としての大規模公共的緑地が要避難人口
を収容することが可能な程度に十分に整備されて
いるかで充足度をみるためである。
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具体的には、図4のように、各公共的緑地ごと
に緑地の中心を中心点とした円により対象人口を
満たす範囲を決定し、その円内に含まれる地域を
メッシュ単位で抽出して、これらの地域(メッ
シュ単位)をその緑地へのアクセスが可能な地域
(メッシュ単位)とする。なお、対象人口は、直
後段階の広域避難地として全人口に対して確保す
ることを想定し、各公共的緑地ごとに l人あたり
の必要避難地面積である 1nfの基準をもとに緑地
面積に応じて算出した。ただし、この方法でアク
セシピリティを計測した結果、距離が2kmを超え
る緑地の最大距離を 2kmとした。
なお、このような人口への対応を考慮した評価
方法では、公共的緑地の有効避難面積を推計して
考慮した場合と、従来の防災計画の整備基準と同
様に有効避難面積を考慮しない場合に分類して評
価を行う。公共的緑地の有効避難面積は、国土地
理院発行の 1/10，000地形図、ゼンリン住宅地図
1 /1，500地図と東京都都市計画公園緑地等配置図
をもとに、 10ha以上の緑地のうち10ヶ所を選定
し、 ArcViewを利用して測定した。その結果、
.緑地
口対象人口を満たす範囲
(緑地へのアクセシビリティが可能な範囲)
(対象人口)= (公共的緑地の面積)I (1人あたりの必要避難地面積)
図4 広域レベルの公共的緑地の充足度評価方法
全ての緑地で総面積の40%-60%程度が有効避難
面積であったため、誤差も考慮して平均値の50%
程度と設定する。
次に、広域レベルの大規模公共的緑地が災害時
に災害弱者でも避難が可能な距離内に整備されて
いるか否かで充足度をみるため、居住者の活動拠
点メッシュ (500mメッシュ)の中心から公共的
緑地の中心までの直線距離を用いたアクセシビリ
ティ評価を行う。なお、この評価の場合には公共
的緑地への避難人口密度、周辺地域の人口への対
応を考慮しない。
4.利用データの加工
4. 1 人口データの作成
(1 ) 最大人口の捉え方
図5、6は、それぞれ、先行研究32-刊で作成
し、利用した東京都の夜間人口密度と昼間人口密
度の分布を示したものである。これらの図を比較
すると、 23区の外周部ではほぼ同様であるが、都
心部を中心とした地域で昼間人口密度が高く、夜
間人口密度が低いこと、多摩地区では夜間人口密
度よりも昼間人口密度の方が高い地域が多いこと
がわかる。これらのことから、地域の最大人口に
対応した評価を行うためには、地区単位で最大人
口を把握する必要があるといえる。
そのため、本研究では、地域ごとの最大人口
を、 500mメッシュ単位で、滞留人口と流動人口
に分類して算出する。滞留人口としてはメッシュ
内の最大人口を対象とする。一方、流動人口は 1
日のうちで絶えず変動しているので完全に把握で
きないため、代表例として最も正確に推計できる
デ、パートなどの大型商業施設の集客人口を取り挙
げ、このような人口が集中する地域を特定人口集
中地域と呼ぶことにする。
(2) 最大人口の算出方法
まず、先行研究32-34)で作成した夜間人口と昼
間人口のデータを各メッシュごとに比較し、どち
らか多い方の人口をメッシュの人口として採用し
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_150人Iha以上(16.6%)
_100人Iha以上150人Iha未満 (13.2%)
匿~50人Iha以上100人Iha未満(14.2%)
Eコ50人Iha未満 (56.0%) メッシュ数7220
図5 500mメッシュ単位の夜間人口密度の分布
注)500mメッシュの夜間人口密度=500mメッシュの夜間人口/500mメッシュの面積
_150人Iha以上(17.8%)
_100人Iha以上150人Iha未満 (21.1%)
~50人Iha以上100人Iha未満 (15.3%)メッシユ数7220
Eコ50人Iha未満 (45.8%)
図6 500mメッシュ単位の昼間人口密度の分布
注)500mメッシュの昼間人口密度=500mメッシュの昼間人口/500mメッシュの面積
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て、新たに滞留人口としての最大人口の電子地図
データを作成した(図7)。
また、流動人口のうち集客人口が集中する地域
を特定人口集中地域とし、各メッシュの l日の瞬
間最大人口を算出する。表4は、東京都内の小売
庖の規模別の小売売場面積と業態別の小売盾舗数
を示したものである。本研究では、対象とする小
売屈を第 l種大型小売庖 (6，000m'以上)のみと
する。それは、第2種大型小売屈はスーパーなど
の地域密着型の居舗が大半で、その他の小規模な
小売屈もコンビ、ニエンスストアや日常的な身の回
り品を扱う庖舗のみであり、これらの小売屈の集
客人口は平日はそのメッシュ内の昼間人口、休日
はそのメッシュ内の夜間人口が大部分を占めると
_150人/ha以上 (23.1%) 
考えられるためである。
そして、図8の手順で、先行研究で作成した人
口データをもとに、新たにデータを作成する。第
1種大型小売屈の 1日の瞬間最大集客人口は既存
研究37)による方法で推計した。なお、鉄道駅か
ら第 l種大型小売屈までの選択経路は、 GISの
ネットワーク機能を用いて最短経路距離を計測す
ることにより推定するo
以上の方法で推計した集客人口を地図上で表示
したものが、図9、10でであり、それぞれ平日の
ものと休日のものを示している。
4. 2 緑地データの作成
本研究では、人口データと同様に、先行研
_100人/ha以上150人/ha未満(12.9%)
~100人/ha以上50人/ha未満 (13.4%)
Eコ50人/ha未満 (50.6%) メッシユ数7220
図7 最大人口密度の分布
注)500mメッシュの夜間人口密度=500mメッシュの夜間人口/500mメッシュの面積
表4
注)文献35)、36)より作成
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平日:1.6人/nfx延床面積(nf) x alX 1/10 
休日:2.08人/nfX延床面積 (nf) XalXa2XlIlO 
al :鉄道駅からの距離による割引率
a2 :延床面積による割引率
第1~重大型小売底ごとに1 日
の最大集客数を推計
(平日、休日別)
都市地図(1/10，000)により
第1種大型店の位置を特定
第1種大型小売庖の地図の作成
(対象とする庖舗の位置と1日の最大集客数のデータ)
緯度経度座標系から
UTM座標系に座標変換
人口データ (5oomメッシュ)のオーバーレイ
各メッシュごとに集客人口を算出
各メッシユごとに最大人口を算出
平日:各メッシユの昼間人口+各メッシユの集客人口(平日)
休日:各メッシュの夜間人口+各メッシュの集客人口(休日)
図8 集客人口を考慮した最大人口データ作成
究32-34)で作成し、利用した緑地データを利用す
る。図1は500mメッシュ単位の公共的緑地量を
地図上で示したものである。この図をもとに緑地
の分布を見ると、 23区内では都心部よりもむしろ
外周区で緑地が少ないことと、多摩地区でも中心
部よりもその周辺の地域で緑地が少ないことがわ
かる。
5.公共的緑地の充足度評価
5. 1 最大人口に対応した総合的評価
地区レベルの 1ha以上の公共的緑地と広域レベ
ルの10ha以上の公共的緑地を対象として、充足度
評価を行った。図12に示すように地区レベル、広
域レベルとも充足している地域は、 23区では都心
部を中心とした地域、南部、北部の一部の地域で
あり、多摩地区では中心部とその周辺地域であ
る。一方、地区レベル、広域レベルとも整備が不
十分な地域は、 23区では南部、西部、都心部と北
部の一部の地域であり、多摩地区では南部、北
部、中心部と東部の一部の地域である。
また、地区レベルの小規模緑地の方が広域レベ
ルの大規模緑地よりも充足状況が著しく悪く、今
後は一次避難地としての小規模緑地の整備を重点
的に行う必要があるといえる。
5. 2 特定人口集中地域を考慮した総合的評価
同様に、 l日の最大集客人口を考慮した充足度
評価を行った。その評価結果を示したものが図
13、14である。前項での評価結果と比較すると、
地区レベルの充足状況は平日でほぼ同様であっ
た。また、広域レベルの充足状況は平日でほぼ同
様で、休日でも不足地域が23区内の商業地域で 5
%程度拡大しているのみであり、大差がみられな
い。以上のことより、特定人口集中地域を考慮し
た評価と最大人口に対応した評価はほぼ同様であ
ると考えられ、 23区中心部での商業地区という狭
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.メッシユ内の集客人口が5，000人以上(14.4%)
~メッシユ内の集客人口が5，000人未満 (10.1%)
仁コメッシユ内の集客人口が0人 (75.5%) メッシユ数7220
図9 第 1種大型小売庖の集客人口の分布(平日)
.メッシュ内の集客人口カS5，000人以上(12.3%)
匿萄メッシユ内の集客人口力S5，000人未満 (12.2%)
仁コメッシユ内の集客人口が0人 (75.5%) メッシユ数7220
図10 第1種大型小売庖の集客人ロの分布(休日)
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.10ha以上 (0.4%)
国 lha以上lOha未満(12.0%)
口 lha未満 (87.6%) メッシユ数7220
図1 500mメッシュ単位の公共的緑地量
00)地区レベル、広域レベルとも充足している (10.9%(8.5%) ) 
瞳盟(2)地区レベルのみ充足している (5.5%(5.5%) ) 
図 (3)広域レベルのみ充足している (50.5%(48.1%) ) メッシユ数7220
.(4)地区レベル、広域レベルともが充足していない (33.1%(37.9%) ) 
図12 公共的緑地の充足度(対最大人口)
注 1)図は広域レベルで有効避難面積を考慮しない場合の結果を示したものである
注2)図中の( )内の数字は有効避難面積を考慮した場合の割合を示す
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仁コ(1)地区レベル、広域レベルとも充足している (10.1%(7.7%) ) 
盟覇(2)地区レベルのみ充足している (5.4%(5.4%) ) 
Eヨ(3)広域レベルのみ充足している (52.2%(50.0%) ) メッシユ数7220
.(4)地区レベル、広域レベルともが充足していない (32.3% (36.9%) ) 
図13 公共的緑地の充足度(平日)
注1)図は広域レベルで有効避難面積を考慮しない場合の結果を示したものである
注2)図中の( )内の数字は有効避難面積を考慮した場合の割合を示す
Eコ(1)地区レベル、広域レベルとも充足している (10.4%(7.5%) ) 
盟彊(2)地区レベルのみ充足している (5.0%(5.0%) ) 
図 (3)広域レベルのみ充足している (44.8%(42.9%) ) メッシユ数7220
.(4)地区レベル、広域レベルともが充足していない (39.8%(44.6%) ) 
図14 公共的緑地の充足度(休日)
注1)図は広域レベルで有効避難面積を考慮しない場合の結果を示したものである
注2)図中の( )内の数字は有効避難面積を考慮した場合の割合を示す
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い地域のみで集客人口への考慮が必要であるとい
える。
6.公共的緑地の整備必要量
6. 1 公共的緑地の整備必要地区における不足
量算出
第3章で提示した公共的緑地の充足度評価方法
を応用し、不足地域の500mメッシュごとに、評
価結果にもとづき不足量を算出した。本研究で
は、小規模公共的緑地と大規模公共的緑地は規模
により避難場所としての異なった役割を各々もっ
ており、両方の整備が十分に必要であるとの観点
から、片方の有無に左右されることなく両方の緑
地の不足量を各々算出する。以下では、各整備必
要地区ごとに不足量を合計し、それを市区町村単
位で集計したうえで、表5に示した各地域と各整
備必要地区ごとの不足量の合計をそれぞれ地図上
に示した(図15、16)。
まず、地区レベルの地域の最大人口に対応した
公共的緑地の充足度評価結果から、 1人あたりの
最低限の必要避難地面積をもとに不足地域ごとに
必要とされる緑地面積を推計した。その結果、図
15のように、 1ha-5 haの公共的緑地が必要な地
域が15ヶ所、 5ha-10haの公共的緑地が必要な地
域が3ヶ所、合計10ha以上の公共的緑地が必要な
地域が6ヶ所あることが明らかになった。特に23
区都心部では合計約430haもの緑地が必要である
と試算される。
同様に、広域レベルで不足地域ごとに必要とさ
れる緑地面積を推計した。その結果、地域の最大
人口に対応して緑地整備を行う場合、図16に示し
た不足地域で重点的に10ha以上の緑地整備を行う
ことが必要であると試算される。特に23区の北
部、西部では、各地域で合計100ha以上の不足量
であった。
また、集客人口に対応して公共的緑地の不足地
域を特定し、不足量を推計した。その結果、東京
都全域で、平日は、大規模緑地約143ha、小規模
緑地約156ha、休日は、大規模緑地約213ha、小規
表5 公共的緑地の充足度による地域分類
地域分類 対 象 市 町 キサ
1.23区中心部
都心3区、内周区のうち文泉区、新宿区、
台東区、墨田区、渋谷区、江東区
2.23区南部 外周区のうち品川区、目黒区、大田区
3.23区北部
外馬区のうち江戸川区、葛飾区、足立区、
北区、板橋区、荒川区
4.23区西部
外周区のうち練馬区、中野区、杉並区、
世田谷区、豊島区
5多摩地区中心部
日野市、八王子市、国立市、国分寺市、
立川市、府中市
6多摩地区南部 町田市、多摩市、稲城市
東村山市、東大和市、青梅市、羽村市、
7.多摩地区北部 武蔵村山市、福生市、あきのる市、
昭島市、瑞穂町、日の出町
清瀬市、東久留米市、保谷市、回無市、
8多摩地区東部 三鷹市、武蔵野市、調布市、狛江市、
小平市、小金井市
9.多摩地区西部 奥多摩町、槍原村
模緑地約218ha必要であると試算される。特に23
区中心部では、大規模緑地、小規模緑地ともに、
平日合計72.2ha、休日合計95.7ha必要である。
なお、広域レベルで緑地の有効避難面積を考慮
した場合、不足量は各不足地域で考慮しない場合
の約2倍程度となる。
6. 2 地域ごとにみた公共的緑地の不足量
6. 1の不足量算出結果をもとに、公共的緑地
の充足度ごとに東京都を 9地域に分類したものが
表5であり、不足量及び充足率をその 9地域ごと
に整理して示したものが表6、7である。これら
の表より、小規模公共的緑地は、特に23区で重点
的に整備する必要があるといえる。
また、大規模公共的緑地では、誘致距離に対応
した評価と周辺地域の人口に対応した評価では不
足量がほぼ閉じ地域と異なる地域があった。そこ
で、誘致距離に対応した評価の方が不足量が多い
23区南部、多摩地区北部と東部では誘致距離に対
応した整備を行う必要があるため、誘致距離に対
応した評価をもとに不足量を算出する。一方、こ
れら3地域以外の地域では、周辺地域の人口に対
応した評価の方が不足量が多いため、周辺地域の
人口に対応した評価をもとに不足量を算出する。
なお、広域レベルで緑地の有効避難面積を考慮し
て不足量を算出した場合、全ての地域で、最大人
口に対応して不足量を算出した方が誘致距離に対
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• 1ha・5haの公共的緑地が必要な地域 (15ケ所)
.5ha.・lOhaの公共的緑地が必要な地域 (3ケ所)
.合計10ha以上の公共的緑地が必要な地域 (6ケ所)
o内は9地域ごとの小規模緑地の不足量の合計を示す
図15 小規模公共的緑地の整備必要地区における不足量(対最大人口)
注)地域分類は表5の地域分類
Eコ内は大規模緑地の不足地域ごとの不足量を示す
c)内は9地域ごとの大規模緑地の不足量の合計を示す
( )内は有効避難面積を考慮した場合の不足量を示す
図16 大規模公共的緑地の整備必要地区における不足量(対最大人口)
注)表 5の地域分類による
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応して不足量を算出した場合よりも不足量が多く
なっていた。
させることになる。
なお、大規模緑地では有効避難面積を考慮して
不足量を算出した場合と考慮しない場合を比較す
ると、 23区では7.7倍程度に不足量が増加し、多
摩地区と東京都全体で3.8倍程度に不足量が増加
する O 同様に、この場合、東京都の総面積の約
2.4%程度 (23区約5.5%、多摩地区約1.2%)の
公共的緑地を整備する必要があることになる。さ
らに、周辺地域の人口に対応した整備を行うため
そして、同様に、表 6、7より、東京都では大
規模緑地は合計約1， 106ha、小規模緑地は合計約
969ha必要であり、総面積の約 1%程度 (23区約
2.4%、多摩地区約0.4%)の公共的緑地を整備す
る必要があると試算される。このような視点から
みると、東京都全体で、現在の公共的緑地量の約
22.2% (23区約32.8%、多摩地区約12.0%)増加
表6 9地域ごとの公共的緑地不足量
地域分類 公量共的(h緑a)地 不足量 (ha) 大規(模ha緑}地 小規f模t凶緑〕地 地域人口への対応 l
1.23区中心部
2.23区南部
3.23区北部
4.23区関部
23区合計
5.多摩地区中d心部
6多摩地区南部
7.多摩地区北部
8.摩地区東部
9.多摩地区西部
多摩地区合計
東京都合計
地域分類
轟蔀
鎧響評
3.多摩地区恥函蔀
6.多摩地区南部
7.多摩地区北部
8.摩地区東部
9.多摩地区西部
多摩地区合計
!車産草食量
1，336.1 483(1，109.4) 55.9(682.4)1 427.2 昼間人口への対応が必要
238.4 132.5(247.2) 20刈134.7): 112.5 一部のの対地応域で昼間人口へ が必要
2，240.8 263.0(781.9) 154.3(673.2) : 108.7 l昼必間要人口への対応が
769.4 300刈1239.0) 明 3(1，035叫 203.6 一口部へのの地対域応でが必昼間要人
4.584.7 1，179.5(3，377.4 ) 327.5(2525.4)i 852.0 
1，407.9 95.8(715.2 60.6(680.0) : 35.2 昼間人口への対応が必要
453.0 63.8(715.2) 34.9(282.6) 1 28.9 夜間人口への対応のみで十分
575.1 339内460刈 310.0(430.7): 29.7 夜み間で人十分口への対応の
605.1 73.6(351.4) 50.0(327.8) i 23.6 一口部へのの対地応域でが昼必要間人
1.728.3 OJ)CO.Q} 0.0(0.0)1 0.0 
4.770.0 572.90.838.5) 455.5(1.721.1)! 117.4 
9.354.7 2，075.0(5.215.9 1.105.6(4.246.5) ! 969.4 
注1)不足量=必要量一現況量
注 2)( )内の数字は広域レベルで有効避難面積を考慮した場合を示す
表7 9地域ごとの公共的緑地の充足率
公共的緑地:総面積に占I-r-ri 51_ I~ ¥ 総面積に占1
量 (ha) める割合|不足量 (ha) める割合|充足率(%)
(%) I (%) ..-1 
1，336.11 8.91 483(1.109.4)1 3.2(7:4lL 73.4&8，8 
238.41 2.51 132.5(247.2)1 _1.4(2，~4.3(66 .3) 
2.240.81 11.21 263.0(781.9、1.3(3.9)1 89.5(79.4) 
769.41 4.61 300.9(1239.0)1 3.2(7.4】 55.2(61.8)
4.584f 7.511.179.5(3.377.4)( 2 .4(5 .5~_75.3(70.2} 
1.407.9T 4.9 r-95.8(715.2): 0.3(2.51L 93.6(74.8) 
453.01 4.11 63.8(715.2】 0.6(2.8)1 87.7(71.1) 
575.11 1.91 339.7(460.4】1.1(1.5)1 62.9(69.2) 
605.11 -.-4.8'-73:6i35 1.4)i_O.6(2.8~9.2(73.11 
1.728.3! 2.31 0.0(0.0): 0.0(0.0~1.00.0(100.Q) 
4.770.0:--3.0T572.9(1.838.5)i 0.4(1.2.lL 8~78.2) 
9.354点 4.312.075.0l5.215.9)j 1.0(2.4】 818.8げ3.6)
注1)充足率ニ現況量/必要量(=現況量+不足量)x 100 
注 2)( )内の数字は広域レベルで有効避難面積を考慮した場合を示す
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表8 9地域ごとの都市公園整備計画との比較
'公共的緑|不足量;不足量/公共|都市公園 j不足量郡市
地量 | 里的緑地量|整備予定量i公園緑地量
(加) I (凶 jm|{ha)j{%)地域分類
1.23区中心部 1 ，336ι“.1叶1.......4.?.鍛J.lL..…….山….................).~.三.，~J 3幻3.9宍;."山……. 山ωω… . 山....山……….“山…..J.山JA.~怨5♂
1.ユ109.4: 83.01 3.272.6 
2.23区南面 幻8訓 13担2.5髭1....…. 山…町. 山“… . 山?.箔5詰5ιユA剖~J 4判6.5L... ・H・H・-怨.4，9.1
247.2: 103.71 531.61 
3.23区北部 2，240 .8 1.......~.(?~.♂;・・......・-…・・ ・U..?J 128.4[ ….却4忍
781.9: 34.91 609.0 
4.23区西蔀 769.41 623ぷ H. QJ 56.8L.....J，.Q9.J.:1 
1.239.0! 32.81 5.701.8 
23区吾許 4，584.7I.J.?9.7.，Ji............n .?I 265え…...・M・-・目指息~.
l3.377.4i 32.81 1.273.0 
5.多摩地区中心部I1，40仰7.91.し山..9.何5説 … .山… .山山..…...~λ忍訓s剖 2幻31.刻9民L…………. 山叩山. 山. 山.…. 山山…. …. 山生札.U
715.2: 50.81 308.4 
453.0 1..........~}，&L...…・ HJ.J 69.8!.....・.・..2JA.
311.5: 68.81 446.3 
57 5 .11.......~~.~:.7.1…......・.......・. ?.2 .9J 218.8~.........・-・ 12:?.，~.
460.4: 80.01 210.4 
8扉画区東面1 605.11 83.6: 1.21 66.3: • Hl.Q 
351.4i 58.11 530.0 
9.多摩地区西部 1，728.31...・..9.:9.1...・M・..・..9..QJ O.OL........J!.:9. 
0.0: 0.01 0.0 
多摩地区吾証 4，70.ρ刈0叫1.山.2.7.，史;し"….山…. 叩…..................l~九a訓.QJ 586.8(.… .山叩山.…. 山…. …. 山山…. .2
3 1.838.5: 38.51 313. 
|東京都合計 9，3お54.7η1.み0明習慌.?:.O恥L…・...・. n..6J 852.1~............・M ・ ..243..，5..
5.215.9i 55.81 612.1 
注)下段は大規模緑地の有効避難面積を考慮して不足量を算出した結果を示す
には、多摩地区南部では夜間人口への対応のみで
十分であるが、それ以外の地域では昼間人口への
対応が必要である。
また、地区レベルの小規模緑地の不足量が多い
23区の中心部や西部では、特に重点的に小規模緑
地の整備を行う必要がある。同様に、地区レベ
ル、広域レベルの両方で公共的緑地が不足してい
る地域でも、用地確保の可能性を考慮して、特に
地区レベルの小規模緑地を整備することが優先さ
れるであろう。
なお、多摩地区西部では緑地不足地域もごく僅
かなうえに、東京都環境白書聞によると500in
メッシュ内の緑被率が30%以上を占める地域が大
半を占めており、東京都都市計画局の土地利用調
査39)では森林95.2%、農用地0.9%、原野0.3%
となっている。そのため、公共的緑地整備の必要
性はあまり強くないと考えられる。
さらに、前節で l人あたり 1m'の必要避難地面
積をもとに算出した公共的緑地の不足量と、特に
正確な位置と規模の把握が可能であった都市公園
整備計画とを特に緊急避難場所としての役割にの
みに限定して比較・検討した。ここでは、電子地
図データ上に示された公共的緑地の不足量と都市
計画公園公園緑地等配置図及び東京都都市計画公
園緑地等調書4ω をもとに、位置と規模について
比較を行った。そして、その結果を、地区レベル
では各市区町村単位で、広域レベルでは地域単位
でまず整理し、表8には9地域ごとにそれをさら
にまとめたものを示した。
6. 3 対象地域における緑地整備計画の検討
(1 ) 対象地域における緑地整備計画との比較
地域ごとの総量でみると、多摩地区では北部と
東部で不足しているが、中心部と南部では過剰と
なっている。しかし、 23区では全ての地域で不足
しており、特に中心部と西部では合計でそれぞれ
都市公園の整備予定量の約14倍程度、約1倍程度
の公共的緑地量が必要である。また、大規模緑地
で有効避難面積を考慮して不足量を算出した場
合、特に23区西部、多摩地区南部と東部では有効
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地域分類
避難面積を考慮しない場合よりも都市公園の不足
が著しくなり、過剰である地域は皆無となった。
(2) 避難場所としてみた緑地整備計画の検討
前項で比較した都市公園整備計画を実施した場
合、避難場所としての公共的緑地の不足がどの程
度改善できるかlこついて検討した。具体的には、
公共的緑地の不足地域において都市公園整備計画
を全て実施した場合、 l人あたりの必要避難地面
積が十分に確保できるかどうか、各整備必要地区
ごとに検討し、表9には9地域ごとにその結果を
整理した。
この表で明らかなように、都市公園整備計画を
完全に実施しても、 23区では特に中心部で公共的
緑地不足が著しく、 1人あたりの必要避難地面積
を十分に確保できない。一方、多摩地区では、特
に大規模緑地が不足していることがわかる。ま
た、都市公園整備計画を実施した場合、地区レベ
ルの小規模緑地の方が広域レベルの大規模緑地よ
りも、緊急避難場所としての公共的緑地整備には
効果的な成果を挙げることができる。
7.結論
7. 1 結論と提言
本研究では、東京都を対象として、避難場所と
しての役割に着目し、 GISを利用した公共的緑地
の充足度評価を行ったうえで、整備必要地区にお
ける不足量を試算した。
本研究の成果から、以下の2点が明らかになっ
た。
(1) 本研究の充足度評価結果から、特に地区レベ
ル、広域レベルとも整備が必要な地域は、 23区
では南部と西部の一部の地域であり、多摩地区
では南部と北部の一部の地域及び東部であるこ
とが明らかになった。また、大規模緑地よりも
むしろ小規模緑地の方が充足状況が悪いことが
わかった。
(2) 充足度評価結果にもとづき不足量を試算した
結果、東京都では大規模緑地は合計約
1， 106ha、小規模緑地は合計約969ha必要で、総
面積の約 1%程度の公共的緑地を整備する必要
があると試算された。これにより、東京都全体
で現在の公共的緑地量の約22.2%に相当する程
度増加させることになる。なお、大規模緑地で
は有効避難面積を考慮して不足量を算出した場
合と考慮しない場合を比較すると、東京都全体
で3.8倍程度に不足量が増加する。
以上のような本研究の成果をもとに、東京都に
おける緑地整備について提言を行う。東京都にお
いて緑地を確保するためには、特に23区では、木
造住宅密集地域整備プログラム等の関連計画との
連携を保ち公共的緑地整備のための用地確保を行
うことや、著しい緑地不足地域では都市内農地な
どの非公共的緑地のオープンスペース化も必要で
あるといえる。また、関東大震災直後の復興計画
で一時的に計画されたように、都市地域において
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は非公共的緑地のうち小・中学校のグラウンドの
特に一次避難地としての機能も考慮して設計し、
街区公園や近隣公園との一体的整備も必要である
と考えられる。さらに、ニューヨーク市のコンテ
クスチュアルゾーニングなど諸外国の大都市の事
例のように、総合設計制度の積極的な活用によ
り、民有地も含めたオープンスペースの確保も考
慮されるべきであろう。
一方、抜本的に土地利用密度を緩和するために
は、都市環境のあり方、都市住民の生活の質を考
えた成長管理的な政策の導入も必要である。たと
えば、不良債権と化した都心部の小規模宅地や不
整型宅地を公共で買い上げ、緑地の確保を確保す
るめことも、今後、検討すべきであろう。
7. 2 今後の研究課題
また、今後の研究課題としては、以下の 2点が
挙げられる。
(1) 本研究で提示した公共的緑地の充足度評価方
法を東京都以外のわが国の大都市地域でも適用
し検証すること
(2) 震災直後段階以外の段階での評価方法も考案
することにより、各段階ごとの避難場所の一連
の充足度評価方法を開発すること
注
1)本研究で第4章以降の空間分析ツールとして利用
した地理情報システム (GIS)のソフトウエア
は、 ARC/INFOである。このソフトウエアの特徴
は、地理情報の入力、編集、データベース化、表
示、検索、評価、出力などの機能を完備している
点にあるため、本研究における空間分析ツールと
して最適である。本研究ではUNIX上で利用し
fこ。
2)本研究で第5章以降の電子地図データの表示に、
一部、 ArcViewを利用した。このソフトウエアは
主にプレゼンテーションに的を絞ったデスクトッ
プGISである。
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The lack of open spaces in urban areas of Japan compared to those of with foreign 
countries has been previously pointed out. Also， after The Great Hanshin Earthquake， the 
danger of high density in urban areas is widely recognized. Moreover， from the standpoin t 
of the reconsiderations that city planning based green areas have not been realized til 
now， the necessity of keeping safe places in residential environment in the form of open 
spaces in urban areas has been emphasized. 
Therefore， the purpose of this study is to propose the method to evaluate the location 
of open space on the basis of an evalution of their locations from the viewpoint of disaster 
prevention in Tokyo Regions. In this study， the authors evaluate the present evaluations 
of open spaces by using Geographical Information Systems(GIS)， which are excellent 
tools in spatial analysis. Then， the authors suggest he way to improve the locations of 
open spaces in the case study area on the basis of the evaluations. 
The results may be summarized as follows: 
(1) It is evident to be able to evaluate the locations of open spaces corresponding to both 
nighttime population and daytime population equally in each area and to point out the ar-
eas where open spaces are lacking. 
(2) It is possible to propose the method to calculate the quantity of the shortage of open 
spaces in each area where open spaces are lacking. 
